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著作権法114条3項の使用料相当額に関する雑感
若竹宏諭

1　 はじめに
　著作権法114条3項（以下、法名は省略する。）は、「著
作権者…は、故意又は過失によりその著作権…を侵害
した者に対し、その著作権…の行使につき受けるべき
金銭の額に相当する額を自己が受けた損害の額とし
て、その賠償を請求することができる」と規定する。
本項は、侵害者が利益を受けていなくとも、使用料相
当額を最低限の損害賠償額として保証した規定とされ
る 1・2。本項によって損害を主張する権利者は、訴訟
において「侵害者の譲渡数量」に「権利者が単位数量
当たり受けるべき金銭の額」を乗じることで損害額を
算出することになる。そのうち、「権利者が単位数量
当たり受けるべき金銭の額」は客観的に相当な使用料
相当額をいうと解されており 3、その認定について
は、一般的相場にとらわれることなく、当事者間の具
体的事情を考慮して妥当な使用料額を認定すると解さ
れている（知財高判平成21年9月15日裁判所ウェブサイ
ト）。
　従来、使用料相当額の認定の基準としては、当事者
より提出される仲介団体等が定める著作物使用料規
定、当該著作権に係る実際の許諾例、業界慣行等一般
的相場等（以下、便宜的に「従来型基準」という。）が
みられるとされていた 4。従来型基準が存在し、その
まま参考にできるケースであればよいが、そうではな
く、そもそも参考にすべき基準が存在しなかったり、
直接参考にすることが相当でなかったりするケースも
ある。そのようなケースにおいて、裁判所はどのよう
な事情を考慮して使用料相当額を認定し、当事者はど
のような主張立証を行えばよいのだろうか。

2　 最近の裁判例における認定例
　以下では、114条3項により使用料相当額が認定され
た最近の裁判例のうち、上記従来型基準のみによって
いないと思われる（当職にとって）興味深かった裁判例
をピックアップし、その内容を概観する 5。なお、紙
幅の関係上、かなり要約しているため、詳細は原文に
当たっていただきたい。
①　東京地判平成26年5月27日裁判所ウェブサイト

　写真家である原告が、国内有数の百貨店内にお
いてテナントが設置した看板に原告の撮影した写
真又はその複製物を加工したものが使用されたこ
とについて、原告が著作権及び著作者人格権の侵
害を理由に損害賠償請求を行ったケースである。
裁判所は、写真使用を第三者に許諾している業者
等がインターネットサイトで設定している写真使
用料（1枚当たり3万円～ 5万円）を参考にしつつ
も、当該写真使用料は写真それ自体の顧客吸引力
を利用する予定で定められている点で、本件事案
と異なるため、直接の基準とすることは相当でな
いとし、被告側の写真の使用態様、国内有数の百
貨店で多数の買い物客らの目を引くように設置さ
れたこと、設置期間は約2ヶ月にとどまったこと
等本件に現れた諸事情を総合考慮し、1枚当たり1
回につき1万円の使用料が相当であるとした。な
お、本判決は、114条3項は、違約金ないし懲罰的
損害賠償請求を認めたものではないことも判示し
ている。
②　東京地判平成26年10月23日裁判所ウェブサイト
　原告がレコード製作者として権利を有する楽曲
データを被告が複製したことが著作隣接権侵害に
当たるとされたケースである。裁判所は、ⅰ原告
が当該著作隣接権に係る使用料を定めていないこ
と、ⅱ原告同業会社が、一定の条件で有償で楽曲
の複製･頒布を許諾する場合の対価は1曲当たり
7.5円と定め、被告との間でかかる単価を元に和
解したこと、ⅲJASRACが被告との和解で使用
料相当額を1曲当たり11円で算定したこと、もっ
とも、ⅳⅱの単価には頒布の対価を含んでおり、
ⅲの単価は楽曲の著作権に関するもので著作隣接
権と性質を異にすること、ⅴ被告の侵害行為は、
正規の許諾を受けうる余地がないものであったこ
と等の諸事情を考慮し、1曲1回当たり4円を基礎
として使用料相当額を認定した。
③　知財高判平成27年6月18日裁判所ウェブサイト
　控訴人ソフトウェアの一部を改変した被控訴人
ソフトウェアを被控訴人がインターネットオーク
ションサイトに出品し、そのプログラムファイル
をウェブサイトにアップロード、落札者にダウン
ロードさせたことが著作権侵害とされたケースで
ある。裁判所は、控訴人による控訴人ソフトウェ
アの販売方法･態様、控訴人ソフトウェアの使用
許諾書の内容、控訴人ソフトウェアの定価（19万
9500円）、控訴人ソフトウェアがオンライン販売
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された場合には定価から10％割引がされているこ
と（17万9550円）、控訴人がダウンロード販売をし
ていないこと、被控訴人による著作権侵害行為の
態様とその違法性の高さ、市場への影響等の諸般
の事情を総合考慮して、17万9550円に被控訴人ソ
フトウェアの販売数量を乗じた額を使用料相当額
と認定した。
④　知財高判平成27年10月14日裁判所ウェブサイト
　被控訴人は、遺産分割により亡Aの作品（本件
作品）の共有著作権者となったところ、控訴人
が、本件作品について無断で第三者に複製を許諾
するなどして著作権を侵害したというケースであ
る。裁判所は、控訴人が当該許諾の対価として、
当該第三者から2520万円の支払を受けたものの、
同金額のうち、本件作品の利用許諾料に相当する
部分がいくらかは証拠上明らかでないとした上、
亡Aが世界的に著名な芸術家であり、その作品に
は高い価値があると評価されていたこと、本件作
品の利用態様について、配布部数が多く、配布地
域も全国的規模であったこと、亡Aの著作物の利
用許諾料を定めた他の例（約82％）のほか、本件に
現れた諸般の事情を考慮して、2520万円に80％及
び共有持分割合を乗じて使用料相当額を認定した。
⑤　東京地判平成27年12月7日裁判所ウェブサイト
　原告が撮影した写真が無断で被告のウェブサイ
ト等に掲載されたことが複製権等の侵害に当たる
とされたケースである。裁判所は、第三者を介し
た原告と被告との交渉過程において、原告が被告
に「22枚の写真全購入で10万円（税別）、3枚まで
で5万円（税別）」という代金額を提示し、「5枚で
あれば10万円（税別）でなければ売ることには応じ
られない」としていたこと、本件で侵害された写
真は2枚であることから、使用料相当額として5万
円を認定した。
⑥　東京地判平成28年3月4日裁判所ウェブサイト
　原告が著作権を有する写真を掲載した記事を被
告がインターネット上の電子掲示板に投稿したこ
とが著作権侵害に当たるとされたケースである。
裁判所は、ネイチャー ･プロダクションが公開し
ている写真国内使用標準料金表と同額の使用料金
（合計87万円）を一般的な写真の使用料金として認
めた上、被告が被写体を揶揄する目的で原告の制
作意図に著しく反する態様で写真を掲載したこと
のほか、上記記事の数、掲載期間等本件に表れた
一切の事情を考慮して、使用料相当額を100万円

と認定した。
⑦　東京地判平成28年4月21日判時2316号97頁
　原告が著作権を有する2本の映像作品につい
て、被告が各データを動画共有サイトのサーバー
にアップロードした各行為が公衆送信権侵害に当
たるとされたケースである。裁判所は、原告が主
張する動画共有サイトでの第三者による再生回数
（1万3292回、2万4539回）の正確性を裏付ける証拠
は提出されておらず、（数秒間のサンプル再生を除
いた再生回数は）原告が主張する回数より大幅に
少ないと考えられること、原告が許諾した上記各
映像作品のストリーミング配信の正規価格はおお
むね1本当たり270～ 390円であるとしたものの、
原告が自ら使用許諾した場合の許諾料に係る契約
書の条項の大半が抹消されており、現実に原告が
使用許諾料として受けた額が不明であること等の
事情を総合して、使用料相当額をそれぞれ50万円
と認定した。

3　 考察（私見）
　上記裁判例からは、従来型基準が資料として一応提
出されているものの、その金額をそのまま採用するこ
とが相当と認められない場合には、当該事案における
個別的事情が認定され、それを考慮して従来型基準が
定める金額を増減させるという思考過程が窺われる。
個別的事情としては、従来型基準が前提としている事
実と当該事案の相違（裁判例①）や当該基準が対象とし
ている権利内容と当該事案の相違（裁判例②）のほか、
著作権侵害行為の具体的内容、態様、目的等が認定さ
れている（裁判例①～④、⑥） 6。これらの事情が、使
用料相当額の増減に与える影響の内容は判決文上明ら
かでない。この点、違法性が高い侵害態様での利用許
諾を申し込んでも、通常の許諾料での許諾を受けるこ
とはできず、それに見合った高い許諾料が必要になる
と考えられる。このような視点に立てば、違法性が高
い侵害行為が問題となった場合には、使用料相当額も
高くなるという関係が成り立つと思われる。したがっ
て、侵害回数が多ければ多いほど、侵害期間が長けれ
ば長いほど、侵害態様が悪質といえる事情があればあ
るほど、使用料相当額は高く認定される関係にあると
いえるのではないだろうか。このように、従来型基準
が主張可能なケースでは、それを増減させ得る上記の
ような諸事情を主張立証するという訴訟追行上の方針
が考えられる。
　一方、従来型基準がそもそもないケースとしては、
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裁判例⑤及び⑦が挙げられる。裁判例⑤では、114条3
項に基づく損害の認定を直接判示している箇所におい
て、従来型基準への言及はなく、裁判例⑦では、許諾
例の主張はあったものの、それを認めるに足りる証拠
がないとされている。その上で、裁判例⑤は、権利者
と侵害者との間の交渉内容から、使用料相当額を導き
出しているが、交渉はあくまでも当事者間のものであ
るから、交渉で出てきた金額だけを元に（客観的な）使
用料相当額を認定できるのかという疑問がある。ま
た、裁判例⑦も、侵害回数は（原告主張より）「大幅に
少ない」とだけ認定し、使用許諾料も不明としたにも
かかわらず、最終的には使用料相当額を認定してお
り、どのように具体的な数字を算出したのかが分から
ない。このように、従来型基準がそもそもないケース
では、裁判所がどのような思考過程で具体的な使用料
相当額にたどり着くのかが不明で、その予測も難しい
といえる。そのため、当事者としてどのような主張立
証を行えばよいのかという道筋を立てることもなかな
か困難である。当事者はいかなる事実を主張立証すれ
ばよいのかという問題に直面するが、裁判所もゼロか
ら使用料相当額をひねり出すことはできないと考えら
れる以上、裁判所がベースにしやすい金額（できれば
従来型基準に近いもの）を提示した上、自己に有利と
なる周辺事情を主張立証していくことになるのであろ
うか。その際、使用料相当額の前提事実について証拠
不十分とされないよう、十分な証拠の提出を行うこと
も必要になると考える。

1　 加戸守行『著作権法逐条講義』768頁（著作権情報センター、六
訂新版、平25）

2　 本稿で紹介できなかったが、知財高判平成28年6月23日裁判所
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て、東京地判平成25年3月14日裁判所ウェブサイト、東京地判
平成25年5月17日判タ1395号319頁、東京地判平成25年7月19日
LEX/DB25445784、東京地判平成25年8月29日裁判所ウェブサ
イト、東京地判27年4月15日裁判所ウェブサイト、東京地判平成
27年11月6日裁判所ウェブサイト、大阪地判平成28年3月24日裁
判所ウェブサイト、東京地判平成28年6月23日裁判所ウェブサイ
ト、大阪地判平成29年2月20日裁判所ウェブサイトなどがある。

6　 裁判例③では、侵害行為の市場への影響が考慮されているが、
かかる事情が使用料相当額の算定に当たってどのように考慮さ
れたのかは明示されていない。この点、インターネットオーク
ションを通じて巧みに侵害行為が行われていたことからする
と、そのような手法により、当該著作物の市場を介さず、当該
プログラムを販売し多額の利益を得た後に、実際の市場におけ
る販売価格より低い金額で使用料相当額を認めれば、いわゆる
侵害し得の問題が生じ得ると思われる。かかる問題を回避する
ため、権利者が実際に販売する金額を使用料相当額と認定する
ための根拠として、市場への影響を考慮したのであろうか。


